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ま さ ふ み
砂文、江部　克也、宮島　　衛、小林　和紀
【はじめに】熊本地震では多くの組織が支援に入った。医療班の派遣元もさま
ざまであったが、薬剤師会、保健師、行政官、リハビリ、ケースワーカーな
ど職種も多岐に及んだ。今回、日赤災害医療コーディネートチームとして日
赤現地本部サポート業務を行ったが、多組織連携の重要性を再認識したので
報告する。
【ある避難所での混乱】日赤はdERUを設置し、薬剤師会と連携し救護所活動
を行っていた。避難所運営は震災前からその施設運営を委託されていた団体
が引き継ぐこととなったが、地元行政の関わりが薄かった。県外の支援保健
師やケースワーカーやボランティアが入っていたが、誰もがビジョンが示さ
れないまま当面の課題に対応していた。発災後一か月目に関係者が一同に会
する機会が持てた。それぞれの立場からの問題提起がなされ、解決すべき課
題が初めて共有できた。避難所統合が迫り医療面も含め様々なトラブル発生
が予想される時期であり、この情報共有の会を連日行うことにした。本音で
の話し合いを続けることで顔の見える関係が構築され、協力して問題解決に
取り組める下地ができた。
【考察】多数の組織がいても互いに遠慮があり、連携できて初めて力となる。
旗振り役が必要だが、今回は日赤がそれを行い、顔の見える関係構築ができた。
医療の枠組みを超えた活動であり、本来は被災地行政の仕事であろう。しかし、
業務に忙殺される地元行政に多くは期待できない。避難所の環境整備は疾患
の予防にもつながる。災害発災から収束までの全体像を知っているのは日赤
であり、起こりうる問題点も予知できる。日赤災害医療コーディネートチー
ムがその任を担うべきであろう。そのためにはコーディネチームの存在を日
赤内外に周知し、自動派遣と中長期活動できるシステム構築が望まれる。
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熊本地震初期に派遣された救護班看護師長の取り組み
大阪赤十字病院　看護部
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【はじめに】今回の熊本地震において、A支部医療救護班は、4月17日にホス
ピタルdERUを南阿蘇地域に展開し活動を始めた。4月23日から27日まで第3班
が現地に入った時には、南阿蘇村には赤十字をはじめとする多くの医療救護
班が入っており、それぞれが活動を行いその調整が必要な状況であり、救護
班の看護師長として、チームリーダーと協力して班運営を行った。まず情報
を整理し、他救護班との調整を行った。ホスピタルdERUの運用方法を明確に
し、日々の活動内容の調整、他救護班との連携方法等を看護師長の視点で考え、
実践したので報告する。
【現地での実践】当地区の唯一の病院が崩壊、6か所の診療所は2か所のみ再開
している状態で、ホスピタルdERUはこの地区の2次医療施設の役割を担って
いた。現地では赤十字や赤十字以外の救護団体、日本看護協会から派遣され
た災害支援ナース等がそれぞれ支援活動を行っていた。情報が錯綜していた
ので、出来るだけ自分の目で見て確認するようにした。また、それぞれの班
の看護師長と師長会を毎朝1回持ち、情報共有と双方の理解に努めた。多職種
とのミーティングでは、視点の違った見方で思いがけないアイディアが出る
こともあり、一人一言話せるように声かけや雰囲気づくりを自ら行った。ホ
スピタルｄERUの運営はそれまで24時間体制で行っていたが、夜間コール体
制に変更して救護員の生活を整えた。
【考察】今回、現地入りした多くの救護班とうまく連携がとれておらず、活動
が効果的に行われていなかった。救護班の看護師長として、被災地で自班に
必要とされている役割を周知し、メンバーが効率よく活動できるように、そ
の具体的な運用を考え生活を整えることが必要だった。今回の経験から救護
班の看護師長は、他の救護班と情報共有や連携する方法を具体的に考え、協
働するための要となる事を実感した。
